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１ はじめに
周知のように, 日本の公会計制度改革の議論は, 中央政府・地方政府を問わず, ある時点ま
では局所的に行われてきた｡ 歴史的に見ると,     年代の地方財務会計制度調査会及び第一次
臨時行政調査会の議論,     年代の熊本県, 神戸市におけるバランス・シート作成の議論, そ
して地方自治協会 ｢企業会計的手法による財政分析と今後の財政運営のあり方に関する研究会｣









じめ簡単に整理しておこう｡ 日本のこれまでの議論では, 従来の予算・決算との関係や, 従来
の財務書類との関係が明確に意識されてきたとは言い難い｡ その要因の一つには, 制度を論じ
る際に意識している公会計の概念の混同, つまり, 広義の公会計と狭義の公会計との混同, 狭
義の公会計と予算会計との混同が見られたことにあるものと思われる｡
このことを示すため, 本稿では, 表１に示されるように, 公会計 (狭義, 広義) の概念区分
を明確にするとともに, 認識基準 (現金主義, 発生主義) と簿記法 (単式簿記, 複式簿記) を
区別する｡ この区分を行ったうえで, アメリカ, スウェーデンの各国別に公会計制度を記述し
つつ, 広義の公会計制度の内部, つまり狭義の公会計制度と予算会計の関係を比較する｡
さらに, 各国の公営企業類似組織 (アメリカ：州・地方公共事業体             , スウ




関口 智, 木村 佳弘, 伊集 守直
                     
(公営企業類似組織内の連結, 公営企業類似組織と地方政府の連結) を踏まえる｡ そのうえで,
地方政府本体に適応される会計基準の相違を意識しながら, 連結会計作成時における具体的な
会計処理方法について確認する｡ その際, 財務諸表自体を分析し, 開示形式を具体的に確認す





の際, アメリカにおける州・地方政府や州・地方公共企業体 (             ) における会
計制度の全体像を明らかにした上で, ニューヨーク州都市交通局 (                                 ：以下,    ) の財務諸表と会計処理を事例として取り上げる｡    に着
目する理由は, ①事業規模の大きさ, ②   に対する州・地方政府からの多額の経常補助,
③   会計情報の特殊性 (    により義務づけられてない会計情報の開示), ④連結会計




まず, 表２を用いながら, アメリカにおける広義の公会計について, ニューヨーク州を事例
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１) 執筆者３名は,     年度から地方公会計制度の国際比較を行い, 次の点に留意して研究を行ってい
る (地方公営企業連絡協議会調査研究事業)｡ 主な視点は, ①予算制度との関係, ②会計情報作成の
目的, ③各国の地方公会計制度の変遷における歴史的経緯, ④企業会計基準との主要な相違点, ⑤連
結会計の範囲及び方法, ⑥連結作成時における会計基準の相違調整, ③利用者による会計情報の利用




予算会計   公会計 (狭義)  
認識基準 現金主義 発生主義
簿 記 法 単式簿記 複式簿記
(資料) 関口 [    ]｡
                     
に全体像を確認しておこう｡ アメリカにおける広義の公会計には, 大別して予算会計 (                   ) と    会計 (             ) がある２)｡




次に, アメリカの狭義の公会計制度 (    会計) を, アメリカの会計制度の中に位置付
けてみよう｡ 図１にあるように, アメリカでは公会計と企業会計とを明確に区分している｡ 特
に, 公会計の領域では, 公的主体を①連邦政府, ②州・地方政府, ③非営利組織体, の３つに






３) 非営利組織体の会計基準の設定主体は, 独立した民間機関で, 企業会計基準も設定している財務会









(資料)       (    年９月９日) および     (    年９月  日) におけ
る現地ヒアリングに基づき筆者作成｡
政府機関 連邦政府       連邦政府会計制度 (FASAB)           公会計制度         公的主体 州・地方政府     州・地方政府会計制度 (GASB)非営利組織体             非営利組織体会計制度 (FASB)営利企業                       企業会計制度 (FASB)
(資料) 古市 [    ], 図表１｡
図１ アメリカの会計制度の概要
                     
連邦政府の実質的な会計基準の設定主体は, 連邦会計基準諮問審議会 (                                     ：     ) である｡      は, 会計検査院 (                         ：   ), 行政管理予算庁 (                          ：   ) およ
び財務省 (                    ) の三者の常設の諮問機関として, 連邦政府の会計概念
フレームワークや会計基準の設定を行っている｡
本節で着目する, 州・地方政府の実質的な会計基準の設定主体は, 独立した民間機関である
政府会計基準審議会 (                                   ：    ) である｡     
も常設機関として, 州・地方政府の会計概念フレームワークや会計基準の設定を行っている｡
問題は, 州・地方政府による    基準の採用が強制か否かである｡ 結論を述べれば, 採
用するか否かの選択は, 州・地方政府の判断による｡ というのは,           (州の権利,
独立性) があるからである｡ この点は,     年の証券法によって, 民間企業が株式や借り入れ
で資金調達をするときは, 連邦の行政機関である証券取引委員会 (   ) が    基準によ
る財務諸表を要求している状況と異なっている｡
つまり, 連邦の行政機関である   は州・地方政府に対して    基準の採用に関して直
接的な強制はできない｡ そこで   は,     年取引所法規則    ‒  で, 州・地方債の引受機





すべての政府に, 予算ベースの報告 (        ) を要求している５)｡
このように予算会計をも意識すると,     基準書における予算への配慮も, より明確と
なる｡ 確かに,     も    会計で作成された一般目的外部財務諸表 (狭義の公会計) が
立教経済学研究 第  巻 第２号     年  
４)     ヒアリング (    年９月  日)｡
５)     ヒアリング (    年９月  日)｡
























に影響力があり, 同企業体もその関連グループ (会社や公共企業体) に影響力がある状況が示
されている｡
まず, 連邦政府, 地方政府はそれぞれ     と    という公会計基準に基づいて, 個
別財務諸表を作成する｡ 次に, 本項で着目する州・地方公共企業体とそのグループ企業は,    に基づいて個別財務諸表を作成し, その後に, 州・地方政府公共企業体グループの連
結財務諸表を作成する (連結①)｡ この場合, それぞれの個別財務諸表の作成も    に基づ



















員会であり, ニューヨーク州政府に   予算の承認権限があるのではない８)｡ つまり,    
予算は法的な文書ではないため,    の財務諸表では予算会計での報告は必要とされていな






2‒2‒1 MTA の組織構造と財務諸表の構造９)   は, ニューヨーク公共企業体法 (                        ) に基づいて設
立された公益法人であり, ニューヨーク州の一部局となっている｡     年度時点の   グ
ループの組織構造を図４に示した｡    年の年次報告書によれば,    は４つの局 (        ) と５つの会社 (       )
から構成されている｡ これらの局と会社の全体的監督, 計画, および管理を行うのが   
本部 (              ) である  )｡    本部には, 民間企業の本社取締役会に相当する   委員会 (                                       ) が設置され, その委員
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７)     ヒアリング (    年９月  日)｡
８)    ヒアリング (    年９月  日)｡
９)    グループに関する記述は,                                 [    ] に負うところ
が大きい｡  ) 予算, キャッシュ管理, 財政, 法務, 不動産, 財務, 危機管理, およびその他の機能が含まれる｡  )    ヒアリング (    年９月  日)｡ さらに,    委員会の下に目的別の委員会が設置されて
いる｡
                     
ッシュ・フロー計算書 (                               ) であるが  ), それぞれ以
下のような構造になっている｡
第一に,    の連結財務諸表では, 関連グループ (局と会社) を連結している (連結①)  )｡
第二に,    グループはニューヨーク州の構成単位 (            ) と位置づけられる
ことから, その連結財務諸表は, ニューヨーク州政府の連結財務諸表の構成単位 (             ) の項目に掲載される (連結②)｡
このような連結財務諸表の構造は, 監査プロセスにも一定の影響を与えている｡ そこで, 表
３に基づき, 監査プロセスの完了を示す監査報告書作成日に着目して,    グループに属す
るニューヨーク市都市交通局 (                        ：     ) を例に, 確
認してみたい｡




了している点である｡ これは, 公会計基準に従った決算に即時性があることを示している｡ こ
地方公会計制度と予算・決算   











































まず, 会計基準について見れば,    グループは,     基準書第  号の ｢企業ファンド
会計における会計処理及び財務報告 (                                                     )｣ に従って, すべての    の声明を可能な限り適用している｡
また,     基準書との関連については,     基準書のうち,     年  月  日以前に発
表された    基準書とその解釈 (                               ) は,     基
準書に抵触しなければすべて適用し,     年  月  日以降に発行されたものは適用しない方針
にしている  )｡



















ニューヨーク州      ３              ７      グループ                        ４                                                       ４   
(資料)               [    ：  ]                                 [    ： ]                         [    ： ]
                     
次に   の会計処理について, その特徴を確認しておこう｡ 第一に, 連結対象の考え方
である｡ 上述したように,    グループで連結対象となる事業体は,     が規定する財務
報告事業体の定義基準 (法的地位, 財政依存性, 財務説明責任) を満たしている｡ また,    
の関連グループは   が説明責任を有しており, 従って, これらの関連グループが個別の
説明責任を持つ実体として活動に関する説明責任を果たすよう要求する法的要件はないこと,   委員会の支配下にあること,    関連グループのすべての収益は組織全体をサポート
するために使用されること等により,    の財務諸表に連結される  )｡ つまり,     基準
書とは異なり, 株式所有による支配権が報告主体にとっての基準の出発点ではない  )｡
第二に, 州・地方政府からの補助金の処理である｡    グループへの補助金は, 主として,
ニューヨーク州政府からの補助金と, ニューヨーク市等の地方政府からの補助金で構成されて
いる｡ これらの補助金には経常補助金と資本補助金がある｡




一方, 資本補助金 (資本プロジェクトに対する助成金と予算割当額) は, 資本支出の財源を
補填する性格を持つ｡ 従って, 同補助金は, 資本的支出の弁済を求めて資金提供機関に要求が




る｡    グループでは補助金で取得した資産も減価償却を行っている｡ また, 補助金収入と
















である｡     基準書では,     年に強制適用となっている  )｡ これに対して,    グルー








まず,     年から    年までの連結収支及び純資産変動計算書の変動 (表４) を確認すると,
一見して   グループが経常的に営業損失となっており, 営業費用が営業収入で賄えてい
ない状況にあること, そして, その金額が増加していることがわかる｡ 加えて, その損失が
｢充当前損失｣ であることから, 営業損失を非営業収入でも補填しきれておらず, その金額も
増加していることも確認できる｡ さらに,     年以降は充当前損失が大幅に拡大したため, こ
れまで期中純資産をプラスにしていた ｢資本計画に限定される補助金等｣ では補填できない規
模になっていることがわかる｡
これらの要因としては, 大きく分けて, ①人件費の拡大 (主に年金以外の退職給付費用の計
上開始), ②補助金・交付金・租税収入の減少, ③資本支出の増大が指摘できる｡ これらの点
について, 経常収支と資本収支に分けて確認してみよう｡
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(単位：百万ドル)   連結収支及び純資産変動計算書                                  
営業収入                                   
料金収入                                   
通行料                              
賃貸料・運送料・その他収入                            
営業費用                                     
給料・賃金                                   
年金及びその他雇用者給付                                   
年金以外の退職後給付          
牽引・推進力 (燃料・電力)                            
バス・電車の燃料 (燃料・電力)                      
保険                ‒ 
損害賠償 (                  )                          
パラトランジット・サービス契約：コンピュータ, 工学
技術, その他コンサルタント・サービス                            
維持管理, その他の事業契約：コンピュータ, 工学技術,
その他コンサルタント・サービス                        
専門サービス契約：コンピュータ, 工学技術, その他コ
ンサルタント・サービス                        
汚染改善プロジェクト   
原材料・貯蔵品                            
減価償却費                                   
その他 ‒                   
営業損失 (①) ‒     ‒     ‒     ‒     ‒     ‒     ‒    
純非営業収入 (②)                                   
補助金・交付金・租税収入                                   
ニューヨーク州からの補助金                                   
ニューヨーク市と地方からの補助金                                 
ニューヨーク州からの営業補助金                            
ニューヨーク市と地方からの営業補助金                            
資本計画・債務償還に限定された営業収入からの資金
ニュー・ヘイブン線に関連するコネチカット交通局から
の営業補助金                     
ダッチェス・オレンジ・ロックランド郡への補助金 ‒   ‒   ‒   ‒   ‒   ‒   ‒  
郊外高速交通基金への補助金 ‒   ‒   ‒   ‒   ‒  
長期負債支払利子 ‒    ‒    ‒    ‒    ‒     ‒     ‒    
駅舎の維持・営業・利用評価                            
地下鉄車両除却損 ‒   ‒   ‒  ‒ 
ワールドトレードセンター保険からの収入 ‒     
未実現投資利益 (損失) ‒       
その他の非営業収入                        
充当前損失 (①＋②) ‒     ‒    ‒    ‒    ‒    ‒     ‒    
資本計画に限定される補助金等                                  
期中純資産の変動                     ‒   ‒   
当期首純資産                                          
当期末純資産                                          
(資料)                                 ,             各年度より作成｡
                     
まず, 経常収支である｡ 営業費用に占める営業収入の比率をとると,     年の   ％から,    年の   ％まで減少している｡ これは, 営業費用の増加率が, 営業収入の増加率を上回る
ことに由来する｡ 営業費用が増加した理由は, ①年金以外の退職後給付費用 (                                     ) の計上 (    年以降), ②①以外の人件費増大, ③減価
償却費の増大である｡ この結果, 営業損失は    年の△  億    万ドルから,     年には△  
億    万ドルへと拡大している｡




はとっていない｡ むしろ, アメリカの交通輸送機関は全体の営業費用 (運営経費) の  ～  ％




かし,     年時点では, その営業損失を補う純非営業収入が急減し, 営業損失の過半 (   ％)
を充当できておらず, このような状況については,    も問題視している｡
その要因について分析するためには, 純非営業収入のうち ｢補助金・交付金・租税収入｣,
つまり経常補助金の減少と, ｢長期負債支払利子｣ の増加に着目する必要がある｡ ここでは,
経常補助金に着目し,     年までの経常的補助金の財源について検討しておこう｡   に対する経常補助金の主たる原資は, 抵当権登記税と州目的税の収入である｡ しかし,
ニューヨーク市の    年度予算会計 (              年１月  日) によれば, 抵当権登
記税は,     年から    年の３年間で   ％もの減少を記録している｡ このため, ニューヨー
ク市と地方からの補助金 (抵当権登記税収にほぼ相当) は,     年以降, 減少している｡ つま
り, 補助金・交付金・租税収入の減少, 中でもニューヨーク市と地方からの補助金の減少によ
って, 充当前損失は, 表４に示されるように,     年の△  億   万ドルから,     年には△  
億    万ドルに膨らんでしまったといえよう  )｡
充当前損失を補填するのが, 資本補助金 (資本計画に限定充当される補助金等) による収入
である｡ この収入は,     年までは充当前損失を上回っていた｡ しかし,     年以降は, 収入
額が伸びているにも関わらず, 充当前損失を下回った｡ このため, 期中純資産にマイナスの変
立教経済学研究 第  巻 第２号     年  
  )    ヒアリング (    年９月  日)｡  )    ヒアリング (    年９月  日)｡  ) ニューヨーク市から直接補助を受けていた     での減り幅が激しくなることは, 後掲表９や   グループの運営活動別情報 (注記情報) からも明らかである｡
                     
動を与えている｡ その要因について分析するためには, 資本収支に着目する必要がある｡
まず, 資本支出の増大に着目してみよう｡    は,     では要求されていない５カ年設
備投資計画を作成し, 州資本計画監視委員会 (                             ) の
承認を経ている (表５)  )｡ 一方, この資本支出の計画に対する収入計画は, 支出計画に及ば
地方公会計制度と予算・決算   
  ) 資本支出計画は, 各局の各事業単位にまで詳細に分かれた後, 事業単位ごとの五カ年の資金配分額








































込んでいるが, 実現性が担保されたものではないこと, ③拡張計画 (資本計画支出額計画２
(   ２) 及び計画３に対する財源は手当されていないこと (    年２月時点) である｡ 言い





られている   は,     年以降, 収支改善を模索することとなる｡   は, ニューヨーク州公共企業体法により, 経常的運営について広範な権限 (例えば予
算提出権, サービス水準の決定, 料金収入の決定, 起債権限｡ ただし州, 市の補助金額確定は
除く) が付与されている｡ このため,             をはじめとする   執行部は, ニュ
ーヨーク市, ニューヨーク州議会の直接の制約を受けず, サービス削減 (路線廃止等), 人件
費削減 (リストラクチャリング等), 運賃上昇などの手段を駆使して収支均衡の達成をはかる
計画を策定し,    委員会の承認を得て執行を試みている  )｡










結している (図４, 連結①)｡ そして,    グループの連結財務諸表は, ニューヨーク州政
立教経済学研究 第  巻 第２号     年  
  ) なお,    本部及び各委員会の意思決定は年度の中途においても頻繁に行われている｡ これは,   本部及び各委員会に提出される財務諸表が, 月次単位で作成されていることに一因があると考




の区分に掲載される (図４, 連結②)｡ これらの財務諸表間の相互関連について,    グル
ープの収支及び純資産変動計算書等を用いて確認する｡
まず, 連結①について説明しておこう｡ 連結①は, 関連グループを連結した   グルー
プの連結財務諸表である｡ しかし,    グループの連結財務諸表ではそれら関連グループの
個別数値が合算されているため, それを見ただけではグループ毎の内訳がわからない｡ そこで,   グループの連結財務諸表では注記項目として,    グループの営業活動別情報を記載
している (表７)｡










の収支及び純資産変動計算書を用いて, 詳しく確認しておこう (表８)｡      は, ニュー
ヨークの５つの行政区内で地下鉄と公共バスサービスを提供している   関連グループで
ある｡ 表８では, 表７とのつながりを意識して,     年の欄を強調してある｡
開示形式は,    グループの掲示形式と同様である｡ 一見して,     年に ｢資本補助金充
当前の損失｣ が増加し,     年になるといっそう増加していることが確認できる｡ その要因と
地方公会計制度と予算・決算   
表７ MTAグループの営業活動別情報 (注記事項, 2007年度)
(単位：百万ドル)
連結計                                     相殺
営業収入                    ‒       
有形・無形固定資産の減価償却                    
補助金           ‒         
税収           ‒        
部局間補助金         ‒    ‒     
営業余剰 (損失) ‒    ‒     ‒         ‒    
純余剰 (損失)     ‒            ‒   ‒  
資本支出                  ‒         
(資料)                                 [    ] より作成｡
                     
立教経済学研究 第  巻 第２号     年  
表８ MTA New York City Transit の連結収支及び純資産変動計算書
(単位：百万ドル)     の連結収支及び純資産変動計算書                                  
営業収入                                   
地下鉄運賃                                   
鉄道運賃                            
期限切れチケット                  
パラトランジット運賃             
学生・高齢・パラトランジット返還                            
広告その他                      
営業費用                                   
給料・賃金                                   
健康・福祉                        
年金                        
その他の付加給付                        
年金以外の退職後給付              
退職・死亡給付    
その他の雇用者給付    
牽引・推進力                        
燃料 (バス・列車)                      
燃料・電力 (サポートサービス)                  
燃料・電力                
保険                  
損害賠償 (               )                     
パラトランジット・サービス契約                        
メンテナンスその他の営業費用                      
専門サービス契約                  
外部コンピュータ・エンジニアリング・その他サービス    
環境改善   
原材料                            
減価償却費                               
その他費用                      
オーバーヘッド費用の返済 ‒    ‒    ‒    ‒    ‒    ‒    ‒   
営業損失 (①) ‒     ‒     ‒     ‒     ‒     ‒     ‒    
非営業収入                                      ‒         交付金 (       )                                   
ニューヨーク州                                
ニューヨーク市                            
営業支援交付金 (       )                            
ニューヨーク州                            
ニューヨーク市                            
トリボロー橋・トンネル事業 (        )                            
ワールドトレードセンター災害保険の回復           運営補助金   
(控除) スタッテン島地下鉄事業 (        ) ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒ 
支払利息 ‒   ‒   ‒   ‒   ‒   ‒   ‒  
バス・地下鉄車両廃棄におけるロス ‒   ‒   ‒  ‒ 
受取利息及びその他の非営業収入               
非営業所得 (②)                                   
資本補助金充当前の損失 (①‒②) ‒     ‒    ‒    ‒    ‒    ‒     ‒    
資本補助金 (                 )                                   
期中純資産の変動                              ‒  
当期首純資産                                          
当期末純資産                                          
(資料)                         ,                             各年度より作成｡
                     






等) について確認してきた｡ 最後に, 連結② (   グループの連結財務諸表の  州連結財
務諸表での位置づけ) を確認しよう｡ 既に述べたように,    グループの財務諸表はニュー
地方公会計制度と予算・決算   
表９ ニューヨーク州の連結収支計算書
(単位：百万ドル)   グループ ニューヨーク州全体                                                           
支出 (        )：                                                                    
プログラム事業                                                                  
長期負債支払利子                                                        
その他支払利子 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒                  
有形・無形固定資産の減価
償却                                                            
その他 ‒ ‒     ‒ ‒                       
プログラム収入 (               )：                                                                  
サービスの変更                                                                  
営業補助金および拠出金
(           )                                                        
資本補助金および拠出金
(           )                                                           
投資収益 ‒ ‒ ‒            
雑収入                         
純プログラム収入 (支出) ① ‒     ‒     ‒     ‒     ‒     ‒     ‒     ‒     ‒     ‒     ‒     ‒    
一般収入 (               )：②                                                            
地方政府からの支払い                                        
特定プログラムに限定され
ない非州補助金および拠出
金 (           )                                                        
投資収益
制限 (         ) ‒ ‒ ‒              
制限なし (           ) ‒ ‒ ‒            
制限のない投資所得 ‒ ‒ ‒           
雑収入                                                
期中純資産の変動①＋②                     ‒                               
当期首純資産                                                                        





表９も, 表４とのつながりを意識して,    グループの    年の欄を強調してある｡     








具体的には, ニューヨーク州の連結活動報告書では, まず歳出総額 (営業費用以外の支出を
含む) を把握し, その後, 歳出がどの程度州によるプログラム歳入で充当できているかを純プロ
グラム収入 (                 ) で把握している｡ このため,    連結収支及び純資産
変動計算書の ｢資本計画に限定される補助金等｣ が,     年を除き, ニューヨーク州の連結活
動報告書のプログラム収入の一項目である資本補助金及び拠出金に一致している｡ そして, 最
後にニューヨーク州以外の歳入 (一般歳入) でどれだけ補填されるかという視点で, 期中純資
産の変動を把握している｡ なお,     年以降に, ニューヨーク州以外の歳入 (一般歳入) にお




















ニューヨーク州では一般基金 (           ) 向けに加え, 特別歳入基金 (                 ) 向けにも, 予算会計による活動報告書 (                 ) を作成している｡ そ
れは, ニューヨーク州では予算に従っていなければ法律に違反していることになるからである｡




務諸表上で開示する義務はない｡    予算の承認は, あくまでも   委員会であり, 州に   予算の承認権限があるのではない  )｡ つまり,    予算は法的な文書ではないからで
ある｡
しかし,    は   グループの財務諸表上で, 予算会計での決算と    会計の決算
との比較を任意で開示している (表11)｡ これらの相違点はそれほど多くなく, 概ね監査によ
地方公会計制度と予算・決算   
  )    ヒアリング (    年９月  日)｡

















ファンド間の短期現金ローン (        )     ‒  
会計処理の相違       
収入：発生主義に基づく調整 (                        ) ‒       








本節では, スウェーデンの地方公会計制度について概観する｡ 具体的な事例として, アメリ
カとの比較の観点から, 地方政府ではストックホルム・ランスティング (日本の都道府県に相




しては, ①ストックホルム・ランスティングの連結対象であること, ②事業規模の大きさ, ③
ランスティングからの多額の経常補助金の存在, ④  の諸事業に対し,   内での民間開放
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  )    からの   による回答 (    年９月  日)｡  )    ヒアリング (    年９月８日) および    (    年９月９日) ヒアリング｡











予算会計での除外項目：資本建設と東部アクセス ‒      会計の除外項目：部局への    資本移転 ‒       会計 (                )：営業損失 ‒     
(資料)                                 [    ：  ] より作成｡
                     
まず, 企業会計制度について見ておこう｡ 企業会計制度は２つの基準, すなわち公開企業に
適用される基準と非公開企業に適用される基準があり, 公開企業に適用される基準は詳細な開
示項目が要求されている｡
次に, 公会計制度について見てみよう｡ 公会計制度には, ２つの公会計基準, すなわち, 中
央政府に適用される基準と地方政府 (ランスティングとコミューン) に適用される基準がある｡
スウェーデンの公会計制度の特徴は, 中央政府や地方政府が出資して設立した企業に適用する
会計基準にある｡ 具体的には, 地方政府所有企業が民間企業と同じ組織形態 (たとえば株式会
社) であれば, 原則として民間部門と同じ会計制度 (企業会計制度) が適用される企業となる｡
つまり, スウェーデンでの出資先の会計基準の適用は, 出資元 (所有元) の属性 (政府か民間
か) に依存して決まるものではなく, あくまでも出資先自体の組織形態によって決定される｡
3‒1‒2 公会計制度の設定主体  )
中央政府では財務省簿記委員会 (   ) を中心に公会計制度を勧告・指令し, 地方政府で
は地方政府会計評議会 (  ○     ・                  ：以下,    ) を中心に公会計
制度を勧告・指令している｡ 一方, 政府所有企業の場合, 組織形態が株式会社の場合には, 民
間の会計基準を利用するので, 民間会計基準の設定主体を中心に会計基準を勧告・指令してい
ることになる｡ 例えば, 本報告で取り上げる  は, 年次会計法 ( ○   ) 及び財務省簿記委
員会 (   ) からの勧告及び指針, 公認会計士協会 (   )  ) からの勧告を受け, 形式的に
は, 例外的に会計評議会 (  )  ) からの勧告に従っている形をとっている｡
3‒1‒3 地方政府と地方政府所有企業へ適用される会計基準の相違
ここで, 図６を用いて ｢地方政府所有企業｣ の位置づけを概観する｡ そうすることで, 地方
地方公会計制度と予算・決算   
  )    ヒアリング (    年９月８日)｡  )     年９月１日より   は, スウェーデン公認会計士連盟 (   ) と統合され ｢      ｣ と













図６は, 中央政府が地方政府に補助金を交付し, 地方政府が地方政府所有企業に出資 (又は
補助金を交付) し, 地方政府所有企業が関係会社 (子会社や関連会社等) に出資している状況
を示している｡
中央政府, 地方政府はそれぞれの公会計基準に基づいて個別財務諸表を作成する｡ また, 地
方政府所有企業とその関係会社は共通の企業会計基準に基づいて個別財務諸表を作成している｡





連結財務諸表作成もそれほど問題はない｡ また, 地方政府所有企業の財務諸表は, 出資元であ
る地方政府の個別財務諸表と連結し, 地方政府の連結財務諸表に含まれる (連結②)｡
問題となるのは, 第一に, 地方政府の連結財務諸表に連結する地方政府所有企業の財務諸表
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中央政府










地方政府であるストックホルム・ランスティング (          ・         ：以下,   ) がグループ親会社の  を   ％所有し, グループ親会社 (  ) が子会社４社, 休眠中
の子会社２社, および関連会社４社を所有している｡  は所有者である   が与える指令等の一定の枠組みの中で, 輸送サービスの内容, 質,
開発のあり方を決定している｡ また,   は交通インフラに対する責任を負っており, 多くの
契約者から輸送サービスの調達と発注, インフラの維持管理と再投資を行っている｡
次に, 財務諸表の作成手順について確認しておこう｡ 第一に,   の個別財務諸表と  の
関係会社の個別財務諸表を作成する｡ 次に,   は両者を用いて  グループの連結財務諸表
を作成する (連結①)｡ 第二に, 地方政府は  グループの連結財務諸表と   の個別財務諸
表を連結し, 地方政府の連結財務諸表を作成する (連結②)｡
地方公会計制度と予算・決算   
  ) 以下, 特に注記しない限り,   の各年の年次報告書 (                         ○       ・     ) に基づいて叙述する｡






































既に明らかにしたように, 会計基準の適用は, 企業形態 (中央政府・地方政府・株式会社)
及び, 株式公開形態 (上場・非上場) の二つの軸によって区分されている｡ つまり, 所有形態




本項では,   に特徴的な会計処理 (    年時点) について取り上げてみたい  )｡ あらかじ
め概要を述べれば, ほぼ企業会計制度と同様の会計基準となっているということができる｡
第一に,   グループの連結財務諸表の作成である｡ スウェーデンの地方政府所有企業では,
連結財務諸表を作成している｡ 連結対象企業は,     年から    年は議決権基準 (  が直接  ％以上の株式を所有する企業) によって判定していたが,     年以降は支配力基準 (  が
年末時点で直接あるいは間接的な支配力を有するすべての企業) による判定に変更された｡
連結財務諸表はパーチェス (獲得) 法にしたがって作成し  ), 関係会社 (  が  ％～  ％
の資本を所有し, グループが重要な影響力を持つ企業) は持分法によって連結財務諸表に取り
込んでいる｡
第二に, 政府から  への補助金の処理である｡   への補助金には,    からの営業助成
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連結   個別                        参考：チケット収入                       からの営業助成金                    
政府補助金                   レーン計画・デニス合意等による政府補助金                    鉄道設備管理庁の将来計画 (車両) の補助金                    
渋滞税の試験的導入に伴う追加負担補助金              
(注)    (損益計算書)：営業収益に計上   (貸借対照表)：長期前受収益に計上
(資料)                          [    ], 注記 , 注記  より作成｡
                     
として損益計算書に計上される｡    が承認した予算に従って算出された役務の執行実績に
対する保証金を含み, 経営の変化, あるいはこうした費用水準に対して, 毎年変更するものと
される｡
中央政府から  への政府補助金 (産業補助金) の会計処理は, 補填費用を補助する必要が
ある期間の収入として損益計算書の営業収益 (その他の収益) に計上される｡ 補助金がすでに
被った損失の補填を目的とする場合は全額計上する｡ また, 政府補助金が数年間の費用の補填
を目的とする場合, 問題となっている複数年度にわたり配分する｡ 特に, 固定資産と関連する
政府補助金は, 長期前受収益として貸借対照表上に計上し, 資産の耐用年数に応じて損益計算
書上に計上する｡
第三に,   が借主となる固定資産リースの取り扱いである｡   は, 自己が借主となるフ
ァイナンス・リース資産を, 契約日の連結貸借対照表に資産として計上している  )｡




















強制適用になる｡  )    ヒアリング (    年９月  日)｡  )    ヒアリング (    年９月８日),    ヒアリング (    年９月９日)｡
                     
う｡ いずれの年度も,    からの営業補助金がなければ当期損益はマイナスになることがわ
かる｡ つまり, 現状では本業のチケット収入のみではコストを賄い切れず,    からの営業
補助金で補填している状況にある｡
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表13 SL の純売上高と当期損益
(単位：百万   )                        
チケット収益                         
交通量増加に対する政府補償 ‒ ‒         ‒   からの営業助成金                         
純売上高                         
当期損益           ‒       
(資料)                          [    ] より作成｡
表14 SL グループの収益と交通タイプ別コスト
(単位：百万   )                        
チケット収益                         
交通量増加に対する政府補償 ‒ ‒         ‒   からの営業助成金                         
純売上高                         
メトロ ‒     ‒     ‒     ‒     ‒    
コミューター ‒     ‒     ‒     ‒     ‒    
ライトレール ‒    ‒    ‒    ‒    ‒   
バス ‒     ‒     ‒     ‒     ‒    
連絡輸送 ‒   ‒    ‒    ‒    ‒   
広告収益他                 
生産合計 ‒     ‒     ‒     ‒     ‒    
キャピタルコスト ‒    ‒    ‒     ‒     ‒      への補償, 過去の投資 ‒ ‒ ‒ ‒    ‒
その他                    











3‒3‒1 SL 連結財務諸表の SLL 個別・連結財務諸表での位置づけ
ここでは  と   の関係について,   の連結損益計算書 (前掲表14) と   の個別・
連結損益計算書 (表16) から見てみよう｡  における   からの営業助成金は,    の個別損益計算上は営業費用の ｢  と    
(ヴァクスホルムフェリー株式会社) への補助金｣ の項目に含まれている｡ この補助金は,    
連結グループから見れば内部取引なので,   の連結損益計算書では相殺されて計上されない｡
また,   の本業収益であるチケット収入に対応する項目は,    の損益計算書上では営業
収入の ｢乗車賃｣ の項目に計上されている｡   のチケット収入は   連結グループにとって











連結   個別                     
車両レンタル                
レンタル収益                
政府補助金等                
広告収益                
その他                
合計                    




既に記したように,     (地方政府) の会計処理は地方政府会計評議会 (   ) の勧告に
従い, 地方政府所有企業の会計処理は年次会計法 ( ○   ), 財務省簿記委員会 (   ) 等の勧
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表16 SLL の損益計算書
(単位：百万   )   連結      個別                     
営業収入                      
医療 (患者自己負担)                
歯科 (患者自己負担)            
乗車賃                  
ヘルスケア売上                  
歯科ケア売上            
その他の初期診療サービス売上              
レンタル収入・その他サービス・原材料売上                    
政府補助金又はその他補助金                    
その他収入                
営業費用 ‒      ‒      ‒      ‒     
人件費支出 ‒      ‒      ‒      ‒     
ヘルスケア購入 ‒     ‒     ‒      ‒     
歯科ケア購入 ‒    ‒    ‒    ‒   
交通サービス購入 ‒     ‒     ‒    ‒   
その他の初期診療サービス購入 ‒  ‒  ‒   ‒  
事業関連サービスの購入 (実験・放射線等) ‒     ‒     ‒     ‒    
薬剤利益計画での薬剤費 ‒     ‒     ‒     ‒    
その他の薬剤費 ‒    ‒     ‒    ‒   
その他の原材料費 ‒     ‒     ‒     ‒    
補助金支出 ‒     ‒     ‒     ‒      と    への補助金   ‒  ‒     ‒    
家賃・固定資産レンタル料 ‒     ‒     ‒     ‒    
その他費用 ‒     ‒     ‒     ‒    
比較可能性に関係する費用 ‒     ‒    ‒     ‒   
減価償却 減耗償却 ‒     ‒     ‒    ‒    
純営業支出 (①) ‒      ‒      ‒      ‒     
租税収入                        
一般政府補助金 (                      )                    
財政調整交付金 (                          ) ‒     ‒     ‒     ‒    
租税収入・一般政府補助金・交付金 (②)                        
金融所得                
金融支出 ‒    ‒     ‒    ‒   
純金融所得 支出 (③) ‒    ‒    ‒    ‒   
当期成果 (①＋②＋③) ‒          ‒        
(資料)                      [    ]         
                     





る対価の性質の相違 (租税か企業収益か) に加え, 会計情報の作成目的の相違 (政治家に対す
る情報か, 投資家に対する情報か) に基づくものとの見解もある  )｡ ここでは, 地方政府の連
結財務諸表を作成する場合に, 通常の連結財務諸表の作成作業と異なる点について確認してお
こう｡
まず, 全ての出資先について, 総額法によって資産・負債を計上している｡ 企業会計に例え
ると, 関連会社についても持分法ではなく子会社と同じ連結方法によっているということを意




会計処理の相違を調整することなく, そのまま連結していることである｡ まずは, 両者の相違
点を確認しておこう  )｡














  )    ヒアリング (    年９月９日)｡  ) ３つの点以外に固定資産や棚卸資産について異なる処理をしているが, それほど大きな問題ではな
いとしている (   ヒアリング,     年９月８日)｡
                     
的な立場を取る, 地方政府会計評議会の主張である  )｡ もう１つは, 会計情報として有意義で
ないため, 両者の違いを踏まえ, より有意義な連結財務諸表を作成すべきとして理想的な立場
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実績 議会予算 差異         ①     ② ①－②
収入                       
支出 ‒      ‒      ‒      ‒   















表18 営業勘定 (operating accounts) (2007年度)
(単位：百万   )
実績 予算 実―予
①－②成果 (①) 成果 (②)収入 支出
ヘルスケア       ‒      ‒    ‒    ‒  
公共ヘルスケアサービス委員会 (   )       ‒             
ストックホルム・レーンにおけるヘルスケア (    )      ‒             
カロリンスカ大学病院       ‒      ‒    ‒    ‒  
サーレム,ニークヴァーン,セーデルテリエにおけるヘルスケア      ‒     ‒     ‒  
ティーオフンドラ株式会社     ‒    ‒    ‒  
セーデル病院株式会社      ‒     ‒   ‒   ‒ 
ダンデリード病院株式会社      ‒     ‒   ‒   ‒  
聖エリック眼科病院株式会社     ‒         
ストックホルム・レーン国民歯科株式会社      ‒             
ストックホルム救急病院株式会社     ‒         
ストックホルムケア株式会社    ‒       ‒ 
交通       ‒          ‒      
大ストックホルム圏地域交通株式会社       ‒                 
ヴァクスホルムフェリー株式会社     ‒    ‒    ‒     
障害者輸送委員会      ‒            
地域計画・都市交通委員会    ‒        
不動産      ‒                
ロークム (     )     ‒         
ストックホルム・ランスティング不動産      ‒                
その他の活動     ‒     ‒    ‒   ‒   
文化委員会     ‒         
ランスティング監査役    ‒        
患者諮問委員会             
メディキャリア株式会社     ‒         
ストックホルム・ランスティング庁舎株式会社    ‒    ‒    ‒   ‒   
金融    ‒        
損失勘定    ‒        
ストックホルム・ランスティング内部金融株式会社    ‒        
グループ機能       ‒              ‒  
グループ金融       ‒              ‒   
ランスティング執行委員会行政      ‒            
小 計        ‒                 
比較可能性に影響する調整項目          
子会社株式の減損の取り消し          
営業権償却 ‒    ‒ 
組織再編補助金 (支出認識) ‒     ‒  
その他      
連結当期成果 (合計)             
(資料)                      [    ]         注記  ｡
                     
この点について,    の ｢年次報告書 (            )｣ では, 財務諸表の記載の前にあ










明している  )｡ 特に, 連結財務諸表で取り込むことになる  については, 決算の成果額が予
算での成果額を   百クローナ上回っていることもわかる｡
もう少し,     年の議会予算と    年の公会計の決算との関係について確認してみよう｡ 表





ある｡ そして, この表から①ストックホルム・ランスティングの事業の主要なものが, ヘルス
ケア, 公共交通, 不動産の順になっていること, ②それは第２項で確認したランスティング政
府全般の事務配分の特色と同じであること, 等も確認できる｡
しかし, それ以上に重要なのは, どの事業において議会で承認された予算と差異があり, そ
の差異の規模がどれだけか等が一覧でわかることであろう｡
スウェーデンで公会計による財務諸表を作成する時点は, 来年度予算の編成過程にあたる｡
この点について, スウェーデンでは ｢年次報告書 (            )｣ を作成してゆく過程が,
次年度予算を結成する過程となっているという  )｡ 執行年度が終了すると直ちに ｢年次報告書｣
が作成され, 予算に対応した決算のみならず, 発生主義に基づく決算 (公会計) が取り込まれ
ているからである｡ 確かに ｢    年の年次報告書 (            )｣ の監査報告書の提出日
が    年３月  日となっていることからもわかるとおり,     年度の終了後の約３ヶ月という
短さで提出されるという, 即時性を有している｡
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  )                      [    ]        ) 神野 [    ]｡ ただし, その一方で損益計算書をはじめとする財務諸表で得られている情報は, 予




た｡ これらの叙述をもとに, 日本の公会計制度改革を念頭に置きながら, 両国における地方公
会計制度の共通点と相違点を整理して, 本稿の小括としたい｡
第一に, 会計制度における簿記法について, 両国とも    年代以降の公会計制度改革以前に,
予算会計と狭義の公会計の両者で複式簿記が導入されている｡ これに対し, 日本では, 東京都






複式簿記によりながらも, 認識基準は, 原則として, 現金主義を採用している｡ これに対して,
日本では複式簿記と発生主義を同一視し, さらに予算会計と狭義の公会計を混同している側面
がある｡
第二に, 連結財務諸表の作成のあり方についてである｡ 両国とも, 州政府 (あるいは地方政
府), 地方公共企業体 (地方政府所有企業), 地方公共企業体関連企業 (地方政府所有企業関連
企業) の個別財務諸表が作成されたのち, 地方公共企業体グループ (地方政府所有企業グルー
プ) で連結財務諸表が作成され, それが州政府 (地方政府) に連結される｡
両国で異なるのは, アメリカでは地方公共企業体およびその関係企業が,     による地
方公会計基準に基づいているのに対して, スウェーデンでは, 地方政府所有企業およびその関
係企業が民間会計基準に基づいている点である  )｡ とくに, 後者では, 異なる会計基準である




第三に, 作成された財務諸表の活用のあり方である｡ 両国では, 会計基準の策定者や外部監
査人が予算会計と狭義の公会計における収支計算書 (損益計算書) の相対的優位性を指摘して
いる｡ その理由は, 収支計算書で予算会計と狭義の公会計の差異の比較ができること, バラン
地方公会計制度と予算・決算    
  ) アメリカが公共企業体 (             ) 形式を取り, スウェーデンが地方政府所有企業形態を





らの点からも, 両国では, 狭義の公会計制度に過大な期待を抱いておらず, 予算会計との有機
的な連携を前提に, 意思決定の補助資料の１つと見做している｡
さらに, アメリカでは, 決算における予算会計 (現金主義ベース) の情報と, 決算における
狭義の公会計 (発生主義ベース) の情報との差異調整表を公表し, 両者に有機的な関連を持た
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